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○ 地方交付税は本県財政にとって生命線。
○ これまでの徹底した行財政改革努力の一方で社会保障関係費が増加。
○ 臨時財政対策債の残高増により、将来負担に不安。
○ 安定した財政運営の実現のためには、交付税総額の確保等による地方財政対策

の充実が不可欠。

【現状・課題】

１．地方財政対策の充実について（３団体共通要望項目） 《継続》

【提案内容】

○ 地方交付税総額の確保及び地方一般財源総額の増額を図ること。

◆地方の経済財政環境が依然として厳しい中、地方が
積極的に地域経済の活性化や人口減少克服等に取り

組めるよう、地方財政措置の更なる充実を図るべき。

※参考（国の状況）

◆本年７月末までに、国と地方をあわせた新たな財政健全化
計画を取りまとめる方針。

◆2020年度までに国・地方を合わせた基礎的財政収支の黒字
化に向け、地方歳出の削減が懸念される。

地方交付税等
35.9%

県税等 29.0%

国庫支出金
14.9%

県債 6.6%

その他 13.6%

１ 本県の歳入構造（H27年度当初予算）

歳入
7,008億円 地方交付税 2,163億円

臨時財政対策債 351億円
合計 2,514億円

本県歳入の約４割は
地方交付税

所管省庁：総務省
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４ 県債残高の推移（一般会計）
臨財債 通常債

億円

２

◆人件費をはじめ徹底した行財政改革を推進
する一方で、社会保障関係費は急増。

◆地方財政計画の策定にあたっては、増加す
る地方の財政需要を的確に反映し、安定的
な財政運営に必要な一般財源総額を確保す
べき。

◆特に、都市と地方との地域間格差が生じな
いよう、必要な地方交付税総額を確保し、
財政調整機能を堅持すべき。

1,699
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1,146
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普通建設事業費
▲37.9%

その他

▲10.8%
公債費
+0.4%

２ 行財革努力の状況

H15年度当初予算 8,165億円

H27年度当初予算 7,008億円

人件費
▲24.3％

(▲545億円)

社会保障関係費
＋134.4％（＋445億円）

2,834 

2,163 

351 

2,834 

2,514 

1,800
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2,800
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３ 地方交付税総額及び臨財債の推移

億円

地方交付税

臨時財政対策債

※H27は当初予算計上額（他は決定額、震災分を除く）

交付税総額に占める臨財債の割
合は依然として大きい

行革努力により通常債は減少するも臨財債の
累増により県債残高総額は高止まり
→臨財債に過度に依存しない対策が必要

※Ｈ26は最終予算、Ｈ27は当初予算ベース



○復興が完了するまでの間、特例的な税・財政支援措置を継続すること。

２．「創造的復興」を実現するための税・財政支援について 《継続》

所管省庁：復興庁、総務省
【現状と課題】

○東日本大震災からの復興に向け、単なる「復元」にとどまらない「創造的復興」 を

目指していく。

・ H23年 5月 「青森県復興プラン」（当面の取組）を策定

・ H23年12月 「青森県復興ビジョン」（中長期的な取組）を策定

○被災地における災害に強い地域づくりが進展しているものの、一部事業につい

て、集中復興期間終了後の平成２８年度以降の完成を見込む。

○平成２４年３月に認定された「あおもり生業（なりわい）づくり復興特区制度」に

ついては、平成２７年度末までの時限措置となっている。

【提案内容】

３



被災地の災害に強い地域づくりが着実に進展

小中野公民館（八戸市） 避難階段（八戸市） 漁民研修施設（三沢市）

【避難施設の例】

福島県の児童・生徒、家族などとの体験交流プログラムの状況

【被災施設の高台移転の例】

特
例
的
な
税
・
財
政
支
援
措
置
の
継
続
が
必
要

被災３県への人的支援や県外被災者との交流事業などを実施

４



３．地方創生の推進・人口減少克服に向けた支援について (３団体共通要望項目)《新規》

【現状】

○本県人口は、昭和58年（1983年）の153万人をピークに減少傾向（平成26年：132万人）。
○自然増減では、平成11年以降、自然減が続いており、年々減少幅が増加。社会増減では、首都圏等の

雇用情勢に応じ、就職等を契機とする若い世代の人財が流出。
○平成52年（2040年）には、93.2万人（昭和初期の水準）まで減少と推計（平成25年3月国立社会保障・人口問題研究所）。

○平成18年度から部局横断的な研究・検討を開始。 平成25年度策定の「青森県基本計画未来を変える
挑戦」では、人口減少を本県の最重要課題と位置付け、人口減少克服プロジェクト等に取り組む。

○平成26年11月には「未来を変える挑戦人口減少対策推進本部」を設置し、まち・ひと・しごと創生青森
県長期人口ビジョン・総合戦略の策定作業中。同時に、県内市町村における人口ビジョン・総合戦略
の策定作業を支援。

所管省庁：内閣官房、内閣府、総務省

【課題】

○地方創生の推進・人口減少克服に向けた、社会減対策・自然減対策の早期かつ強力な推進が必要。

５



まち・ひと・しごと創生青森県総合戦略を推進するため、
地方の自主性を尊重した自由度の高い財政支援等の充実・中長期的な実施

【提案内容】

○生活の基盤となるしごとづくり
アグリ（農林水産業）・ライフ（医療・健康・福祉）・グリーン（環境・エネルギー）関連産業の振興や
青森県の強みを生かした新産業の創出・育成、戦略的な青森ならではのツーリズムなどを推進。

○首都圏等からの人財の移住・若者の県内定着の促進
首都圏等の人財を還流させ、移住や若者の県内定着を進めるため、移住希望者への支援体制の
強化や大学との連携、地域交通の利便性向上といった安全で快適な生活環境の確保などを推進。

○結婚、出産、子育てなど一連のライフステージを、地域を挙げて支援
「子ども」を中心に据えた県民生活を支援するため、結婚・出産への支援や市町村・企業・民間
団体などが連携した子育て支援、社会全体で取り組む「生きる力」の育成などを推進。

○健康長寿県に向けた取組を促進
人口減少スピードの抑制や生産と消費の拡大を図るため、「健やか力」の向上と生活習慣の改善、
戦略的ながん対策や医療連携体制の強化、豊かなスポーツライフの実現などを推進。

取組①：社会減対策

取組②：自然減対策

【期待される効果】

人口減少克服に向けた流れの創出
６



４．北海道新幹線(新青森・新函館北斗間)青函共用走行区間の高速走行の実現等について《継続》

【現 状】

○Ｈ１７．５月着工、Ｈ２７年度末開業予定。総事業費 ５，５０８億円（うち、県負担額 約７７５億円）
○総延長約１４８．８㎞のうち、青函トンネルを含む約８２㎞が在来貨物列車との共用走行区間

【課 題】

◆H17.4

高速新幹線と貨物列車のすれ違いが可能であることを前提とした工事計画で認可された。

◆H23.12

政府・与党確認事項において、青函共用走行区間の最高速度は当面140km/hとされた。

◆H24.12

青函共用走行区間技術検討WGにおいて、「青函共用走行問題に関する当面の方針」の中間報告

・時間帯区分案により、平成３０年春のダイヤ改正時に１日１往復の高速走行の実現を目指す。

・抜本的な方策による高速走行の実現に向け、国主導のもとWGにおいて引き続き検討を進める。

→国は、「当面の方針」の内容を実行し、新幹線の高速走行を着実に実現すると県に説明。

～主な経緯～

青函共用走行区間の高速走行について､平成３０年春の１日１往復の実現の目処しか立っていない。

走行速度の低下により、所要時間が３９分から５７分に拡大し、利便性が大きく低下

◆H22.2

整備新幹線問題調整会議において、国は「貨物列車の脱線可能性を否定できず、高速新幹線と 貨物列車の
すれ違いは困難」とし、未定稿のまま、すれ違いが発生しない運行形態５案を提示。

◆H26.6

与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームより「青函共用走行に関する申入れ」

・平成３０年春の高速運転について、予定されている１日１往復の運行はもとより、貨物列車走行本数の

少ない時期における更なる便数の設定等、改善を図ること。

・中長期的方策の技術的な課題を抽出し、実現可能性についての検証・評価を加速すること。 等

所管省庁：国土交通省

７



【提案内容】

【期待される効果】

１．時間帯区分案による高速走行の着実な実現と更なる増便

共用走行区間での高速走行の確保

地方負担の軽減

新幹線の

円滑な整備と

利便性向上

青森県と道南を一体化した
「津軽海峡交流圏」の形成
・交流人口の拡大
・滞在時間の質的量的拡大

国は、時間帯区分案による平成３０年春の高速走行を着実に実現するとともに、
関係ＪＲ各社に対して、安全性に配慮し、貨物列車のダイヤ調整などを行うよう強力に
働きかけ、高速走行の増便を実現すること。

３．地方負担の軽減

北海道新幹線新青森・新函館北斗間の工事については、新たな地方負担が生じること
があってはならず、国は、責任をもって、更なるコスト縮減と負担の軽減に取り組むこと。

（経緯）H24.3 多額の建設費増額を国及び鉄道・運輸機構が県に提示（総事業費4,670億円→5,548億円）
H24.12  工事実施計画の変更について県が同意（総事業費5,508億円）
H25.１ 工事実施計画が変更認可

２．抜本的方策による全ダイヤ高速走行の実現（実現時期の提示）

国は、青函共用走行区間における新幹線の全ダイヤの高速走行に向けて、具体的な
方策を速やかに決定し、実現時期を示すこと。

また、高速走行実現のための新たな方策によって必要となる経費については、国は
地方に負担を求めないこと。

８



５．並行在来線への財政支援について 《継続》

○地域住民の日常生活に欠かすことの出来ない足として極めて重要な旅客鉄道線であるとともに、
北海道と首都圏を結ぶ「我が国の物流の大動脈」としての貨物鉄道線

所管省庁：国土交通省、総務省

青い森鉄道線の現状①

貨物調整金制度の見直し （国土交通省）

地方財政措置の創設 （総務省）

貨物列車の施設使用や走行実態を
踏まえた貨物線路使用料制度の拡充

施設更新費用、ＪＲ譲渡資産・新規設備取得
費用に係る地方債等への交付税措置

○収益性の低い区間であるがゆえにＪＲが経営分離した全国最長の並行在来線 （121.9ｋｍ）

青い森鉄道線の現状②

制度改善があってもなお、維持・存続の

ために多額の地元負担を強いられている

地域住民の日常生活の足である旅客鉄道の維持、国家物流

としての貨物ネットワークの役割維持が困難になる恐れ

【現状】

９



【課題】

【提案内容】

○並行在来線の維持・存続に係る助成措置

並行在来線への支援に活用

並行在来線の維持・存続
に係る地方負担の軽減

地域住民の日常生活の足である旅客鉄道の維持地域住民の日常生活の足である旅客鉄道の維持

国家物流としての貨物鉄道ネットワークの堅持国家物流としての貨物鉄道ネットワークの堅持

【期待される効果】

並行在来線経営
分離による赤字解消分

新幹線開業による
増加利益

ＪＲ貸付料

◆並行在来線経営分離の赤字解消分が含まれるＪＲ貸付料を財源とした赤字 並行在来線への
支援制度の新設

◆施設更新費用に係る地方負担への交付税措置の拡充

１０

○青い森鉄道（株）の経営状況は厳しく、開業以来毎年度、多額の県負担をせざるを得ない状況
・県は、収益性の低い青い森鉄道線の維持のため、線路使用料を減免し、年間６億円程度県費で負担し支援。
・本年８月２２日には「北斗星」が廃止され、「カシオペア」の今後の方向性が明らかになっていないことから、

寝台特急列車収入の減少及び線路使用料の減免額拡大の見込み。

→寝台特急列車収入の減少により、青い森鉄道（株）がさらに厳しい経営状況に陥る恐れがある

青い森鉄道（株）への支援のため、県の負担がさらに拡大する恐れがある

約 ４．６億円約 ４．６億円26年度
（実績）

27年度
（見込） 約 １．３億円約 １．３億円

26年度
（実績）

27年度
（見込）

約1,300万円

約 １．６億円約 １．６億円

■青い森鉄道の線路使用料

（北斗星：656本、カシオペア：232本）

平成２７年度運転本数見込み
北 斗 星：112本 （8月22日廃止）
カシオペア：149本 （9月まで、10月以降未定）

■ＪＲ寝台特急列車収入



青森県内において把握している
処理責任者不明等のＰＣＢ廃棄物：１４件

（→ 今後、さらに増加することが想定される）

６．ＰＣＢ廃棄物の期限内処理に対する支援制度の拡充について《新規》
所管省庁：環境省

② 解散法人等が保管していたＰＣＢ廃棄物
処理責任者が不明なＰＣＢ廃棄物 ・・・ が存在する

→ 行政代執行の要件を満たさない場合は、これらを処理
する主体及びそれに要する財源が明らかでない

ＰＣＢ廃棄物における現状の処理費用軽減制度

【現状】

◆ ＰＣＢ特措法で定める処理期限（＝平成３８年度末）までにＰＣＢ廃棄物の全量処理を完了しなければならない。

◆ 未届ＰＣＢ廃棄物の掘り起こし調査により、特に低濃度ＰＣＢ廃棄物は、さらに増加することが想定される。

【課題】

高濃度
ＰＣＢ廃棄物

低濃度
ＰＣＢ廃棄物

中小企業への助成 ７０％ なし

個人等への助成 ９５％ なし

① 低濃度ＰＣＢ廃棄物処理に関する助成制度がない

→ 保管者の全額自己負担となっているため、
中小企業や個人等の保管者にとって大きな負担

現状のままでは、処理期限内にすべてのＰＣＢ廃棄物の処理を完了することが困難

☑ ＰＣＢ油が漏えい （＝ 生活環境保全上の支障あり） → 代執行で撤去・処理が可能
☑ 屋内で適正保管 （＝ 生活環境保全上の支障なし） → 処理の主体が不明

処理が
進まない
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【提案内容】

① ＰＣＢ廃棄物処理に係る助成制度の拡充

ＰＣＢ廃棄物の適正処理が促進され、ＰＣＢ特措法で定める期限内における処理完了

② 処理責任者不明等の場合の新たな仕組みづくり

現行では高濃度ＰＣＢ廃棄物処理を対象とした助
成制度のみ （低濃度ＰＣＢ廃棄物処理は対象外）

現行では、行政代執行の要件を満たさない場合

（適正に保管されている場合など）は、処理の主体
及びそれに要する財源が明らかではない

低濃度ＰＣＢ廃棄物処理にも助成制
度を拡大する。

予算要望

このような場合に自治体が速やか
に処理することを可能とする仕組み
（制度及び財政支援）を創設する。

予算・制度要望

【期待される効果】

ＰＣＢ廃棄物処理に係る支援制度の拡充
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７．地域医療の確保・充実と特定診療科等における医師不足の解消について 《継続》

150
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230

平成１６年 平成１８年 平成２０年 平成２２年 平成２４年

人口10万人当たり医療施設従事医師数

全国 青森県

○医師数は、首都圏を除く道府県の中で

ワース ト ３位
・人口１０万対医師数 184.5人（H24年12月末）

○産科、小児科等特定診療科の医師数は

ワース ト ２位

所管省庁 ： 総務省 文部科学省 厚生労働省【現状・課題】

課題解決に向けて

全国（226.5）

青森県（184.5）

人

■これまでの重点的な取組
→ ◆良医を育むグランドデザイン（Ｈ１７策定）に基づく取組

（医学部進学者の増対策、自治体病院機能再編の推進、 地方公共団体で全国初の医師無料職業紹介所の設置、県が独自に策定した
「総合診療医育成プログラム」に基づく総合診療医育成支援 等）

◆地域連携パスの普及・促進など保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進、 医療・検査機器を搭載した
多機能型車両の全県的な展開など、 幅広い 施策を展開
→  着実な成果【本県出身の医学部合格者数（⑯45名→㉖83名）、臨床研修医採用者数（⑯56名→㉗93名）】

■依然として医師不足の解消のための対策が最重要課題！

●国からの積極的な支援必要

地域の対策のみでは限界

全国 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

産科・産婦人科 8.5 7.1 7.1 7.5 8.6 9.6 8.4 6.1

小児科 12.8 11.6 9.6 11.0 11.6 11.9 12.2 11.1

麻酔科 6.4 8.6 4.8 4.2 6.1 4.2 5.4 4.3

脳神経外科 5.5 7.3 3.6 6.3 4.6 6.3 5.0 4.4

呼吸器内科 4.2 4.6 2.0 4.0 5.5 3.5 3.4 2.9

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0
14.0 特定診療科医師数（人口１０万対）（H24）人

青森県

全国１０万人対医師数（H24年12月末）でみると

・ 産科・産婦人科 7.1人（ワースト７位） ・ 小児科 9.6人（ 同 ３位）

・ 麻酔科 4.8人（ 同 10位） ・ 脳神経外科 3.6人（ 同 １位）

・ 呼吸器内科 2.0人（ 同 １位） ・ ５科計 27.1人（ 同 ２位）
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【提案内容】

【期待される効果】

○医師の絶対数の不足と全国的な地域偏在の解消
→ 大学医学部定員増の恒久化

→ 新たな専門医制度における基本領域毎・養成プログラム毎の定員の設定について、医師不足に係る

都道府県格差解消のための措置

○へき地等及び特定診療科等における医師不足の解消
→ 新たな専門医制度において、へき地等及び特定診療分野での診療経験の必須化など、地域偏在及び

診療科偏在の是正

→ 地域の病院や診療所において活躍する総合診療医について、診療手当の助成など、地域で育成され、

地域に定着する仕組みの構築

→ ２４時間対応や、緊急性とともにハイリスク患者の診療が求められる特定診療分野について、

診療報酬上の更なる評価など、特定診療分野を志向する医師を増加させる抜本策の実施

○病院再編等に対する財政措置
→  地域医療構想に基づく公立病院等の再編・ネットワーク化に対する財政支援措置の柔軟な対応

→ 医療介護総合確保促進法に基づく県計画の事業規模に対応した、確実な地方財政措置の実施
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８．働き盛り世代の健康づくり対策の推進について 《継続》

【現状・課題】

67.82 

71.41 
74.18 

75.67 
77.28 

74.68 

78.39 

81.49 
83.69 

85.34 

69.84 

73.57 

76.04 
77.71 

79.59 
75.23 

79.00 

82.07 
84.62  86.35 

60

65

70

75

80

85

90歳

青森県（男） 青森県（女） 全 国（男） 全 国（女）

がん検診受診率

“健康で長生きな青森県”を県基本計画の目指す姿に位置づけ、
３つの「戦略プロジェクト」の一つとして「健康長寿県プロジェクト」を設定

■平成２７年度の主な取組

●ヘルスリテラシー（健やか力）の向上、生活習慣の改善
【継続】健康教育サポーター育成強化、「健やか力」検定等
【新規】「健やか力」応援事業（ｳｫｰｷﾝｸﾞ、ﾍﾙｼｰﾒﾆｭｰ普及啓発）

●がん対策
【継続】寄附講座「地域がん疫学講座」
【新規】ｺｰﾙ・ﾘｺｰﾙｾﾝﾀｰﾓﾃﾞﾙ事業、市町村がん検診受診率ｱｯ
ﾌﾟ推進事業

●職域との連携の強化、社会環境の整備の推進
【新規】企業・団体等における人財養成事業、煙からマモル環境
整備事業（保険適用外の若者への禁煙治療の助成等）

課題解決に向けた取組

全国的なレベルアップのために国からの継続的な支援が必要

県としてさらなる取組の強化
が必要

平均寿命の推移

・平均寿命 男女とも全国ワースト１位 （平成２２年）
男７７．２８歳 女８５．３４歳 （H22年都道府県別生命表）

・４０代～６０代の働き盛り世代の死亡率が高い
男性、女性ともに全国との差が顕著となっている。（平成２５年）

・喫煙率 （平成２５年）
男性：全国ワースト１位、女性：全国ワースト２位（国民生活基礎調査）

・ がん検診受診率（平成２５年、４０歳～６９歳）
全国、青森県ともに、国の目標値である５０％に届かない。

（資料）「H25年国民生活基礎調査」

喫煙率

働き盛り世代の死亡率

がん検診受診率

総数 40～49歳 50～59歳 60～69歳
男性 青森県 1393.6 254.8 597.8 1411.1

全国 1076.5 172.7 455.0 1134.8
差 317.1 82.0 142.7 276.3

女性 青森県 1182.8 128.7 283.3 527.0
全国 945.1 98.1 224.5 476.4
差 237.7 30.7 58.8 50.6

国が目指す「健康寿命の延伸
と健康格差の縮小」にも寄与

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

胃がん 肺がん 大腸がん

全国 男女計

青森県 男女計

資料：平成25年国民生活基礎調査

（資料）「H25年人口動態統計から算出」

総数 男 女

全国 21.6% 33.7% 10.7%

青森県 25.9% 40.3% 14.3%

全国順位 2位 1位 2位
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【提案内容】

・生活習慣病罹患のリスクの面から、各個人の喫煙、食生活、運動などの生活習慣を評価し、社
会保険料へ反映させる制度の創設

・全国がん登録における医療機関や都道府県の登録作業を簡素化する電算システムの開発
・がん検診の受診率向上を図る企業等への優遇制度やがん検診を義務化する法律の創設
・地域・職域のがん検診データの一元管理、自治体への早期情報提供

・未成年者を含む若者に対する禁煙治療に係る保険適用要件の緩和
（青森県では、平成２７年度から保険適用外の若者への禁煙治療の助成を実施）

【期待される効果】

○個人のヘルスリテラシー（健やか力）向上への動議づけ、生活習慣の改善
○科学的根拠に基づくがん対策の推進、がん検診による早期発見・早期治療
○働き盛り世代の死亡率の改善

→ 本県の平均寿命の延伸
→ 我が国全体の底上げと、健康格差の是正

○全国がん登録の効率化、がん検診受診率向上（がん対策）

○社会的評価の導入（ヘルスリテラシー（健やか力）の向上、生活習慣の改善）

○若者の禁煙治療促進（社会環境の整備の推進）
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育児休業取得率等(矢印は前年度比の状況)
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青森県の将来推計人口

65歳以上
15‐64歳
0‐14歳
0‐14歳
15‐64歳
65歳以上

（資料）「国立社会保障人口問題研究

(千人) (%)

H52人口割合

0‐14歳 8.6
15‐64歳 49.9
65歳以上 41.5           

９．結婚・出産・子育てを切れ目なく支援する社会の実現について 《継続》

【現状・課題】

○安心して産み育てられる環境整備
・子育てに関する経済的負担が大きい

○仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）

・女性の就業割合の高まり
・子育て支援と企業の取組を両輪として

推進

○未婚化・晩婚化
・結婚・出産・子育ての素晴らしさ・意義
について社会全体での共有が必要

・県独自の取組への強力な後押し

少
子
化
の
急
速
な
進
行

(資料)青森県：「中小企業等労働条件実態調査」
「毎月勤労統計調査」

全 国：「雇用均等基本調査」「就労条件総合調査」

青森県 全国

育児休業
取得率（H25）

女 ８４．４％ー
男 ０．８％ー

女 ８３．０％↓
男 ２．０％↑

総実労働時間
（H25）

１５４．４時間↓ １４５．５時間↓

年次有給休暇
の取得率(H26)

４８．９％↑ ４８．８％↓

子育ての経済的負担

理想の子ども数より予
定の子ども数が少ない
理由（複数回答）

第１位 子どもの教育に
お金がかかる（38.4%)

（資料）
「子どもと子育てに関す
る調査結果報告書」
（H26.3青森県）

平成22年度 青森県 全国

平均初婚年齢 男 29.9歳↑ 女28.1歳↑ 男 30.5歳↑ 女 28.8歳↑

生涯未婚率 男 21.31%↑ 女9.8%↑ 男 20.14%↑ 女 10.61%↑

平均初婚年齢・生涯未婚率(矢印は平成17年度比の状況)

所管省庁： 内閣府、厚生労働省

１７

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

S45 50 60 H2 7 9 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

出生数及び合計特殊出生率の推移

出生数（青森県） 合計特殊出生率（青森県）

合計特殊出生率（全国）

合計特殊出生率

（資料）「人口動態統計」

出生数



【提案内容】

【補足説明】

①安心して産み育てられる環境づくり対策の推進
・子どもの医療費や現金給付、多子世帯に対する保育料軽減措置など、全国一律に子育ての経済的負担を軽減
する制度については、国の責任 で持続可能な制度設計と財源の全額確保が必要

②仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）実現のための対策の推進
・結婚・妊娠・出産・子育ての各段階に応じた切れ目のない取組と地域・企業など社会全体の取組を両輪として、
きめ細かく対応
⇒企業の少子化対策や両立支援の取組の「見える化」など企業の自主的取組を促進する施策と子育て家庭の多様

なニーズに対応し、保護者の選択による「満足度の高い」保育を両輪として推進することが必要

③総合的な結婚支援策の推進
・報道機関等を通じたポジティブ・キャンペーンを展開するなど、国が主体となった総合的な結婚支援に係る取 組の

推進とともに、地域の実情に応じて進める独自の結婚支援に関する取組に対する国の積極的な支援 が必要

【期待される効果】

○安心して子どもを産み育てられ、人口増加につながる仕組みの実現

○地域社会全体で子育てを見守り、支え合う社会の実現

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）実現のための対策
②企業等における仕事と子育てが両立しやすい環境整備と多様なニーズに対

応した子育て支援を両輪としてきめ細かく対応

①国の責任で子育ての経済的負担を軽減する制度設計と財源の全額確保
安心して産み育てられる

環境づくり対策

総合的な結婚支援策
③国が主体となった総合的な結婚支援に係る取組の推進と地域が進める独自

の結婚支援に関する取組への積極的な支援
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10．大容量高速通信回線の整備促進について 《新規》

【現状・課題】

〈データセンター〉

〇国内のデータセンターの６３％が東京圏に集中

〇東日本大震災後、データのバックアップ等による事業継続性や防災対策上のリスクが顕在化

〇サーバー等の冷却に大量の電力を要するデータセンターは、外気と雪氷を活用できる寒冷地
が適地

〇地方には、低料金かつ大容量の高速回線が未整備

〈ＩＴ企業〉

〇従事者数の６３％が東京圏に集中

〇通信環境が整備され、人材がいれば、地方でも十分ビジネスは可能

所管省庁：総務省．経済産業省

東京圏から地方への人の流れを創る「地方創生」のためには、ＩＣＴ
や高速通信を活用し、東京圏に集中している業務を地方へ分散する仕組
みづくりが必要不可欠
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（本県の状況）

○「青森県データセンター立地アセスメント等調査」
等を実施し本県の立地優位性を明確化

○ 外気と雪氷を活用した超省エネ型データセンター
が平成２７年１１月竣工予定

〇 コンタクトセンターやＩＴ企業の立地・従事者数
も増加

〇 一方で、低料金の大容量通信回線がなく通信コス
トが立地の障壁

• 冷涼な気候でコスト削減ポイント１

• 低い災害リスクポイント２

• 東京から陸続きで、複数の高速交通完
備ポイント３

さらに、立地アセスメントで具体的な適地検証

５６項目を調査検討

【青森県のデータセンター立地優位性】

【提案内容】

データセンター及びＩＴ企業の地方分散促進に向けた通信環境の整備促進

【補足説明】

【期待される効果】

○データセンター及びＩＴ企業の東京圏一極集中から地方分散の促進

〇ＩＣＴ、通信を活用した地方での新産業の創出、地方創生

低料金の大容量通信回線の地方への整備促進

地方公共団体等が回線整備の負担等をする場合の支援制度の創設

平成27年11月に
超省エネ型データ
センター（青い森ク
ラウドベース㈱）が
竣工予定
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11．次代を担う青年農業者の育成・確保について 《新規》

所管省庁：農林水産省【現状・課題】

○我が国農業の維持・発展には、青年農業者の育成・確保と技術継承が不可欠

○青年就農給付金等により新規就農（希望）者は増加傾向

○経営を早期に軌道にのせるためには、短期間での技術習得や経営スキルの向上が重要

○青年農業者を養成する農業研修カリキュラムの充実や研修受入先への支援が必要

○情報化や経済のグローバル化などの環境変化に対応できる普及指導体制の構築が必要

技術的な課題を挙げる声が多い

＜新規就農者数の推移＞ ＜新規就農者が抱える課題＞ ＜青年農業者育成システム＞

※認定就農者への聞き取り調査
（平成26年9月1日現在）

※複数回答あり

研修期

就農期

7.3
2.8
2.8
4.6
5.5
9.2
11.0
11.9

56.9

0 10 20 30 40 50 60

その他

資金不足

作付け品目の見直し

資本装備の充実

販路拡大・確保

収量・品質の向上

農地確保・規模拡大

労働力不足

栽培技術の向上

（％）

栽培技術の向上

収量・品質の向上

作付品目の見直し

・時代のニーズに対応
した研修内容の充実

・研修生を受け入れや
すい環境の整備

・自立経営に向けた研
修強化

・早期経営安定に向け
た普及指導の強化

・経営安定化に向けた
技術力の向上

２１
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【期待される効果】

【提案内容】

青年農業者の育成・確保による地域農業の維持・発展

① 時代に即した新たな農業研修カリキュラムに対応したソフト・ハードへの支援充実

② 実践的な技術習得の場となる受入農家等に対する支援充実

③ ＩＣＴを活用した効率的普及指導システムの構築と指導力の向上

○就農希望者が独立・自営就農に至るまでのサポート体制の充実・強化

【補足説明】
① 農業研修カリキュラムの充実

② 就農定着までの実践的技術
指導体制の強化

③ 普及指導体制の機能強化

農業者研修教育施設の充実

○ ＩＣＴを活用した効率的な指導

システムの構築

・ 国のデータベースの活用

○ 普及指導員の資質向上

・ ＩＣＴ利活用技術

などの研修制度

の強化

○ 研修受入農家に対する支援制度の創設

・ 受入実績に応じた報償制度の創設

・ 研修に必要な施設整備等への支援

技術力、経営力
のレベルアップ

○ ＡＦＪが実施する研修等を受けやすい

環境づくり

○ 農業者研修教育施設の充実

・ ６次産業化など新たなカリキュラム

に対応した施設整備への支援拡充

青年農業者 受入農家

研修体制
の強化
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＜山地荒廃による土砂流出＞

12．農林水産業の持続的発展に向けた基盤整備の推進について 《新規》

【現状・課題】 所管省庁：農林水産省

〇大幅な米価下落や担い手の減少等を踏まえ、水田農業再構築の取組が急務

〇水産資源の減少や漁港施設の老朽化が顕著で、漁業の衰退が危惧される状況

〇本県では大型木材加工施設が稼働したが、伐採後の再造林が進まず、今後の木材の

安定供給が懸念

〇農林水産業の基盤整備は、山・川・海をつなぐ健全な水循環システムの再生・保全

にも大きく貢献

＜不整形な区画＞ ＜藻場の減少＞

＜防波堤の老朽化＞＜損壊した水路＞

＜造林未済地の増加＞
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【期待される効果】

【提案内容】

【補足説明】

収益性向上と農山漁村維持による農林水産業の持続的発展

①農業農村整備事業予算の確保

②藻場等の水産環境整備や防災・減災対策が必要な漁港施設整備予算の確保

③森林所有者の負担を軽減する支援

①ほ場の大区画化や排水改良などの基盤整備

②水産資源を育む漁場や漁業の生産性・安全性を向上させる漁港施設の整備

③将来にわたって木材資源を確保する再造林の促進

山・川・海における生産基盤整備の強化

・水田の大区画整備率：本県 約４％（東北平均１２％）
・ほ場整備の新規要望（平成２８年度以降）：２５地区、約２，４００ヘクタール

・陸奥湾のアマモ場減少面積：約２，０００ヘクタール（１９７０年代～２０００年）
・ 防災、減災機能を高める必要がある漁港施設：７７漁港（平成２８年度以降）

・ 本県の再造林率（平成２３～２５年度平均）：３２％
（想定される支援策：木材加工業者などが拠出する民間資金を活用した再造林の仕組みづくり）

２４



13．命を守る『防災公共』の推進について 《継続》 所管省庁：国土交通省

【現状・課題】

～人命を最優先とした防災対策～

災害時に、避難中や避難場所で尊い人命が
失われた事例が多数ある。
『防災公共』とは、人命を守ることを最優
先に「孤立集落を作らない」という視点と
「逃げる」という発想を重視した防災対策
と危機管理体制強化等の取り組み。
地域の実情に即した最適な避難経路・避難
場所を確保するための危険箇所対策等の施
策をとりまとめた『防災公共推進計画』を
策定、平成26年6月公表。
結果として、居住地から避難場所等へ｢逃
げる｣ための経路上で短期的施策348箇所、
避難場所と役場等を結ぶ「孤立集落を作ら
ない」ための経路上で中期的施策90箇所、
合計438箇所で対策が必要。
中でも急傾斜180箇所（41%）、土石流103

箇所（24%）と大半を占めることが判明。

●避難目標地点（●）の設定
・津波発生時には、まずは、津波
浸水区域外へ逃げる必要有

・徒歩で逃げる限界の範囲を考慮し、
避難目標地点を設定

○○小学校

○○公民館
津波浸水区域内で不適

校庭は、防災ヘリの離発着可能

●避難経路の検証
・人家から避難目標地点への経路（ ）、
避難目標地点から避難所までの経路
（ ）を検証

ハード対策
・最適な避難経路を
確保する危険箇所
対策

ソフト対策
・地域防災計画の避難場所
の変更と臨時ヘリポートの
掲載

・避難経路、避難階段、避難
目標地点の標識設置

防災公共推進計画の事例

津波から避難方法 ： 人家等→避難目標地点→避難場所

避難限界範囲

●避難場所（ ,●）の検証
・土砂災害危険区域、津波浸水区域外に
立地されているか検証

土砂災害危険区域内で不適

○○神社境内

最適な避難場所

■凡例

人命を守る「逃げる」ための短期的施策
は、早急な対策が必要である。
短期的施策の中には、事業の採択基準を満
たさない危険箇所もある。
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人命を守るためには、居住地から避難場所まで「逃げる」ための経路の確保が
必須であることから

○避難経路・避難場所の確保のために、急傾斜地崩壊対策
事業などの採択基準である人家戸数の緩和、受益者負担の
免除など事業制度の見直し・創設を検討すること

○「防災公共推進計画」に位置づけられた事業（急傾斜地崩壊
対策や土石流対策など）に予算の重点配分をすること

【提案内容】

【補足説明】

【期待される効果】

地域の実情に沿った最も効果的な避難経路、避難場所を確保

人命を守る取り組みにより、安全・安心な県土を実現

「逃げる」ための避難経路・避難
場所確保のために、事業制度の
見直し・創設の検討が必要

現行の事業制度により実施できない危険箇所対策
受益者負担がネックで進捗しない危険箇所対策

■避難経路・避難場所を確保するための事業の創設イメージ
避難経路に危険を及ぼす危
険箇所あり

・急傾斜地崩壊対策事業は
保全人家が５戸未満で
実施不可能

・道路区域ではないため災
害防除事業でも
実施不可能

対策を可能とする
事業制度の創設を

臨時ヘリポート
(黒石市大字高舘：休耕田）
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14．地方創生を支える主要幹線道路ネットワークの整備促進について 《継続》

【現状・課題】 所管省庁：国土交通省

暴風雪により国道２７９号が３９km全面通行止め！

“下北地域は陸の孤島となる”

▲H24.2.1～2.2 24時間の降雪量81ｃｍ
約４００台の車両が立ち往生

大間原子力発電所
（建設中） むつ使用済燃料

中間貯蔵施設（建設中）

東通原子力発電所

六ヶ所原子燃料
サイクル施設

279279

横浜
町

柏～浮田間
Ｌ＝１３ｋｍ未事業区間

下
北
半
島
縦
貫
道
路

L=約68km

（八
戸
・久
慈
自
動
車
道
）

三
陸
沿
岸
道
路

L=約50km
(県内約20km)

七里長浜港

青森港

八戸港

国道279号

三沢空港
青森空港

大間港

供用中

未事業区間

(地高)（高規格）

事業中

津軽自動車道Ｌ=約37km
大湊港

上北自動車道Ｌ=約２４km

一般国道103号
奥入瀬(青橅山）ＢＰ

むつ市～横浜町間
Ｌ＝21ｋｍ未事業区間

上北自動車道延伸
・天間林IC ～みちのく有料道路

Ｌ＝約４ｋｍ未事業区間
・みちのく有料道路 ～青森東IC

Ｌ＝約６ｋｍ未事業区間

高規格幹線道路等のミッシングリンク

本県は、県域面積が広大で主要都市間の距離が長く、全国で唯一、人口２０万人以

上都市「県都青森市と八戸市」が高規格幹線道路で結ばれていないなど道路ネット

ワークの整備は遅れている。

道路ネットワーク整備は、主要都市間の連携を強め「地方の創生・人口減少の克服」

や、大規模災害時に備えた「国土強靱化」を図るためにも一層重要となっていることか

ら、国の積極的な関与が不可欠である。

鰺ヶ沢病院鰺ヶ沢病院

つがる市民
診療所

つがる市民
診療所

鶴田診療所鶴田診療所

金木病院金木病院

つがる
総合病院

青森県立
中央病院

自治体病院機能再編、地域の公立病院が規模を縮小

高次医療機関へのアクセス強化が課題

規模
縮小
規模
縮小
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【期待される効果】

【提案内容】

○「地方創生」及び「大規模災害時等に備えた強靱な国づくり」を実現するために

道路整備予算を確保すること。

○「津軽自動車道｣柏～浮田間の平成２８年度新規事業化を図ること。

○「上北自動車道」,「三陸沿岸道路」,「津軽自動車道｣の早期完成供用を図ること。

○「上北自動車道」延伸に向け調査に着手すること。

○ 地域高規格道路「下北半島縦貫道路」の既着工区間の早期完成供用及び、未着手区間の早期事業化

を図ること。

○ 一般国道１０３号奥入瀬（青橅山）バイパスの整備促進を図ること。

○ 国道２７９号を直轄管理区間へ編入すること。

【補足説明】

• 大規模災害時における広域避難 ・

緊急支援物資輸送路の確保

• 原子力関連施設の緊急時における

防災体制の確立

• 複数市町村の連携強化による活性化、

人口減少克服

• 「命の道」 として過疎地の医療を支援

• 冬期の安全性・定時性の確保

国土強靱化

地方創生

H5
事業化

Ｈ14
部分

開通

H19
浪岡五所川原

道路全線開通

～H4 H14

▼津軽自動車道整備により

企業立地数が増加！

「青森テクノポリスハイテク
工業団地漆川」の企業数

H25

企業数

▲「道の駅 しちのへ」

地方活性化の取り組みが期待でき
る「重点道の駅候補」に選定！凡例: 高規格幹線道路等の供用区間

高規格幹線道路等の事業中区間

▼下北半島縦貫道路と 「道の駅よこ
はまエリア」を活用し、産業振興！
地域福祉！防災機能！を合わせ持
つ地方創生拠点化

陸奥湾

279

横浜町
市街地

道の駅「よこはま」

むつ市

仮称
横浜ＩＣ

配⽔場
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【現状・課題】

○近年、頻繁に台風・集中豪雨が発生

○洪水被害や土砂災害が県内各地で多発

○岩木川・馬淵川の治水安全度は依然低い

○東日本大震災では甚大な津波被害が発生

浸水被害は市街地や住宅密集地でも発生

津波被害は河川・海岸沿いの住民に甚大な被害

避難勧告や洪水・津波被害を受けた住民に

大きな不安と影響を与えている

所管省庁：国土交通省

15．近年の災害を踏まえた河川・海岸・砂防事業の促進による
地域の安全・安心の確保について 《継続》

所管省庁：国土交通省

明神川津波状況

平成２３年３月１１日撮影

馬淵川洪水状況

相内輪中堤

名川大橋

平成２５年９月１７日撮影

岩
木
川

岩木川洪水状況 平成２５年９月１７日撮影 東北の中で２番目に低い 38.3％

浸水面積 ４７１ha
浸水家屋 ２６５戸

浸水面積 ８２ha
浸水家屋 ８６戸
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【提案内容】

○一昨年の台風第１８号により被害を受けた岩木川を始めとする直轄河川改修事業の促進

○津軽ダムの完成と早期運用開始

○近年被害が頻発している馬淵川の広域河川改修事業を始めとする県施行の河川改修事業の促進

○高度な河川管理技術が必要な馬淵川の国による中下流一体管理

○河川事業による津波・地震対策の促進

○海岸事業による侵食対策及び高潮対策の促進

○砂防事業による土砂災害対策の促進

○馬淵川における抜本的な洪水被害の軽
減と、国による中下流一体管理

○県施行の河川改修の整備率は38.3％と
東北６県の中でも２番目に低い水準

○海岸整備率は57.1％と東北６県の中で
も２番目に低い水準

○土砂災害危険箇所の整備率は31.0％と

低い水準

県施行の河川・海岸・砂防事業の促進

【補足説明】

【期待される効果】

地域住民の安全で安心な生活の確保・水資源の確保

○岩木川では一昨年の台風第18
号により浸水戸数86戸の甚大
な被害が発生

○直轄河川事業は県民生活の安
全・安心に重大な関わりをもっ
ている

直轄河川改修事業の促進

河川改修により治水安全度が高まり

商業施設や住宅地の整備が促進した

旧十川河川改修事業による事業効果

エルム橋

平成26年7月撮影
土地区画整理事業
(S56～H6,A=60.8ha)

大型ショッピングセンター
(H3～H9,A=20ha)
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16．地方創生を支える港湾の整備促進について 《継続》

【現状・課題】 所管省庁：国土交通省

【青森港】

○ 東日本大震災では、北海道から被災地への緊急物資等が、フェリーや

ＲＯＲＯ船により青森港を拠点として輸送された。

○ 青森港は津波のリスクが小さいことから、太平洋側、日本海側の災害対応

において地理的優位性を有している。

○ 外内航クルーズ船の寄港数の増加とともに船型の大型化が進展しており、

平成２６年は東北最多の２０隻の寄港があった。

【八戸港】

○ コンテナ貨物取扱量が４万８千TEU（平成26年）を超え２年連続過去最高を更新。

○ 平成２７年４月にＬＮＧ輸入基地が稼働し、エネルギー供給拠点としての

役割が増している。

○ 馬淵川からの流下土砂により航路・泊地の航行安全に支障を来している。

○ 港内に入り込む波浪により荷役障害等が生じている。

【むつ小川原港】

○ 漂砂により航路・泊地の航行安全に支障を来している。

八戸港

バルク貨物 コンテナ航路

▲フェリーによる緊急物資輸送
（東日本大震災時）

青森港
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【提案内容】

◎青森港

① 広域防災拠点機能を確保するため、緊急物資輸送船と一般貨物船（フェリー）の２隻同時着岸が可能

となるよう新中央ふ頭の機能強化を図ること

◎八戸港

② 航路・泊地の水深を確保するため、浚渫、並びに土砂処分場を確保すること

③ 港内の静穏度を確保するため、防波堤を延伸すること

④ 八戸港の更なる発展のため、国際拠点港湾に指定（昇格）すること

◎むつ小川原港

⑤ 航行船舶の安全確保のため、航路・泊地の水深を確保すること

北防波堤の復旧状況

地域特性に応じた港湾の整備促進により、

・広域防災拠点の形成

・クルーズ振興による交流拠点の形成

・企業の立地促進や国際競争力の強化

・国のエネルギー政策への貢献

国土の強靱化

県民生活の向上

【期待される効果】

広域的な防災・交流拠点を目指す
青森港

北東北の国際物流拠点の役割を担う
八戸港

国のエネルギー政策を支える
むつ小川原港

LNG輸入基地（Ｈ２７．４運転開始） 八戸港
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17．農林水産品の輸出促進対策及び外国人観光客の誘客対策の
強化について 《継続》

【現状・課題】

国による輸出促進対策及び外国人観光客の誘致対策の
強化が不可欠

○東日本大震災発生以降、我が国からの輸出品に対して放射線検査や安全証明等を求める
など輸入規制を行っている国が依然として多いほか、新たに台湾が規制を導入したことから、
りんごやホタテを始めとする本県産の農林水産物及び加工食品の輸出に大きな影響
○食品の安全管理を強化するため、新たな輸入規制が導入する国があり、輸出が停滞
○風評等により、外国人観光客が震災前水準に回復していない国・地域がある

所管省庁：農林水産省、国土交通省、外務省
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【提案内容】

【期待される効果】

【補足説明】

○原発事故に係る輸入規制の早期解除に向けた台湾をはじめとした国・地域との協議

○東南アジア諸国（インドネシア・ベトナム）が食品の安全管理のため導入した青果物に係る
輸入規制への対応の加速化

○日本旅行の安全性及び東北地方の魅力に関する海外への情報発信の強化

輸出や観光客の回復による我が国の農林水産業、製造業及び観光業の経営安定並びに
地域産業の振興

①原発事故に係る輸入規制の早期解除に向けた台湾をはじめとした国・地域との協議
・ 輸入規制全面解除や放射性物質検査証明書の速やかな様式決定などの外国政府に対する働きかけの強化、とりわけ新たに産地

証明書の添付を義務付けた台湾への働きかけ

②東南アジア諸国が食品の安全管理のため新たに導入した青果物に係る輸入規制への対応の加速化
・ 東南アジア諸国（インドネシア・ベトナム）が新たに導入した青果物に対する輸入規制への対応の加速化による輸出環境の早期整備

③日本旅行の安全性及び東北地方の魅力に関する海外への情報発信の強化
・ 科学的な根拠に基づく正確な情報発信を強化することによる外国人観光客の誘致拡大
・ 本県をはじめとする東北地方の魅力の情報発信を強化することによる東北地方への外国人観光客の誘致拡大
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直近の年度（H27) ２年後（H29)

推薦準備

18． 「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録について 《継続》

【現状・課題】

○ 本県は、関係自治体と連携し縄文遺跡群の世界遺産登録を目指している

○ 縄文遺跡群は、世界遺産としての顕著な普遍的価値を有する資産である

【取組方針】

所管省庁：文部科学省

国
際
記
念
物
遺
跡
会
議

に
よ
る
現
地
調
査

翌年度（H28)

文化庁が示す課題の解決に努め、直近の機会での推薦を目指し取り組む。

３５



【提案内容】

○ 本県をはじめ北海道・北東北３県に所在する縄文遺跡群の世界遺産登録

の早期実現

【補足説明】

○ 本県の特別史跡三内丸山遺跡をはじめ

とする９遺跡を含む１８遺跡で構成

○ 先史時代の日本列島において、狩猟・採

集・漁労を生業の基盤とした定住を達成し、

成熟した縄文文化を今に伝える物証

～縄文遺跡群～

【期待される効果】

縄文遺跡群を人類共通の貴重な遺産として未来へ継承

○ 自然と共生した人類と環境との関わりを

示す顕著な見本

史跡 北黄金貝塚（北海道伊達市） 特別史跡 三内丸山遺跡（青森県青森市）

史跡 御所野遺跡（岩手県一戸町） 特別史跡 大湯環状列石（秋田県鹿角市）
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19．警察基盤の充実・強化について 《新規》
【現状・課題】

■ 原子力関連施設に対する
警戒警備の徹底！

■ その他事案対策の徹底！
これまで以上に、テロ等
不法事案への対策が重要

○国際会議、国際大会の開催決定

○ 情勢（国際テロの脅威）

○ テロ対策の強化
○ 事態対処能力の高度化
○ 本県警察による精強な

部隊編成

○ 青森県の災害の特徴等

○ 警察の活動（広範囲な活動が特徴）

○ 装備の充実

◎ 警戒警備の現状

県内の原子力関連施設にサブマシンガンやラ

イフル銃、耐弾・耐爆仕様の車両等を装備した

本県の銃器対策部隊と他県から特別派遣された

部隊を常駐させ、24時間体制で警戒警備を実施

▲ 八甲田

東通
原子力発電所

▲ 十和田

▲ 岩木山

大間原子力発電所

日本原燃(株)
再処理事業所

H24.2.1～2
雪による交通障害
(国道279号線)

横浜町

H23.3.11
東日本大震災

H26.8.6
風水害（土砂崩れ）
深浦町

2016年国内におけるサミット、2020年オリンピック･パラリンピック東京大会

2001年の米国同時多発テロ以降、国際テロの脅威は依然と高い状態
アル･カーイダが我が国をテロの標的として名指、｢イスラム国｣が邦人を標的とするテロを実行･予告

地震･風水害･津波被害･豪雪被害巨大災害のおそれ
〜常時観測⽕⼭｢岩⽊⼭｣ ※｢⼋甲⽥｣･｢⼗和⽥｣が追加予定

複合災害による原子力施設の被害のおそれ

人命救助のほか交通規制･治安維持･遺体収容･検視･行方不明者捜索等

素早い救出救助のため道路啓開に必要な重機等の装備の充実が必要
〜東⽇本⼤震災の教訓 → ⽡礫による道路⼨断

→ 現場到着が困難 → 救出救助に遅れ
■ 訓練による技能向上
災害への初動対応が重要
初期の災害規模の把握を含め､警察官の大量投入が必要

○ マンパワーによる救出救助
○ 訓練による技能向上

３７

所管省庁：警察庁



○ 原子力関連施設の安全確保対策の推進
○ あらゆる自然災害・事故災害に対する

迅速な対応
○ 災害のダメージに対する素早い回復

① 警戒警備体制の確立

原子力関連施設に対するテロ等の事態
を想定して、より迅速・的確に対処できる
専門部隊による警戒警備体制を確立

② 常駐部隊の事態対処
能力の向上

確立した専門部隊を、より高度に訓練
し、事態対処能力を向上

③ 原子力関連施設の安
全確保

テロ等に的確に対処できる能力を備え
た部隊により、原子力関連施設の安全
を確保

【提案内容】

○ 警察官の増員
～ あらゆる形態のテロに対処し、原子力関連施設の安全を確保するため、訓練に裏打ちされた

本県警察部隊による警戒警備を強化
～ 県単独定数として条例定数化した警察官を政令定数化

○ 各種災害対応訓練が可能な災害訓練施設等の整備
～ 警察官のレベルアップ、装備の充実

災害訓練施設全景【期待される効果】

県民の安全・安心の確保
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